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第 10 回科学技術予測調査─ICT 分野の成長の方向に関して 

 
○七丈直弘，村田純一，野村稔（NISTEP） 

 

 

 

1. はじめに 
平成 7年に「科学技術基本法」が制定されるこ

とにより、政府は「科学技術基本計画」（以下基

本計画という。）を策定し、長期的視野に立って

体系的かつ一貫性のある科学技術政策を実行す

ることとなった。それ以来、現在までの間には、

第 1 期（平成 8～12 年度）、第 2 期（平成 13～17

年度）、第 3 期（平成 18～22 年度）、第 4 期（平

成 23～27 年度）の基本計画が策定され、これら

に沿って科学技術政策が推進されてきた。そして、

平成 26 年度には第 5 期の基本計画が検討され、

平成 26 年度内での閣議決定を目指して議論が行

われている。 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所（以、

「NISTEP」と呼ぶ。）では上記の議論に資するこ

とを目標として、科学技術予測調査を平成 25～26

年度に実施している。なお、科学技術予測調査は

1971 年に第一回の調査が実施され、現在進行中の

調査を含めて計 10 回が実施されてきている。科

学技術基本法の制定後は、基本計画の議論に資す

ることを目的として、基本計画の制定年年度に合

わせて調査が行われてきた。 

本稿では、科学技術基本計画の概略について、

簡単に説明した後、現在進行中の科学技術予測調

査の中で、特に ICT に関する領域における議論を

紹介する。 

 

2. 科学技術基本計画制定の経緯 
平成 13 年度以降の第 2 期および第 3 期科学技

術基本計画では、政策課題対応型の研究開発（基

盤的経費で行われる基礎研究および科学技術シ

ステム改革に係る部分は含まれない）において、

分野重点化の考え方が基本とされてきた。具体的

には、政策課題対応型の研究開発は、ライフサイ

エンス・情報通信・環境・ナノテク材料・エネル

ギー・ものづくり技術・社会基盤・フロンティア

という8分野において重点化されるという構造が

採られてきた。特に平成 18 年度からの第 3 期科

学技術基本計画においては、分野別推進戦略とし

て、上記 8分野の各々の中での戦略重点科学技術

が示され、併せて科学技術によるイノベーション

創出が初めて明示化された。また、平成 23 年度

からの第 4期科学技術基本計画では、「『分野別』

から『課題達成型』への転換」という方針が明示

的に掲げられ、社会課題解決に向けたイノベーシ

ョンシステムの再構築が挙げられ、これに応じ重

要課題（震災復興、安全安心、持続可能性社会、

科学技術、科学技術振興に向けた文化の醸成）が

列挙された。 

一方、この間にも科学技術を取り巻く世界の状

況は大きく変化した。国家戦略における科学技術

政策の位置づけは相対的に高まり、このような状

況を受け、イノベーション創出に向けた科学技術

政策の改革が求められている。 

 

3. 第 10 回科学技術予測調査の構成 
現在(平成 26 年 9 月時点)進行中の科学技術予

測調査では、科学技術の諸分野の中から特に 8つ

の領域を「分野」として規定し、その各々でさら

に「分野」を「細目」というより小範囲の領域に

分割し、各々の領域毎に万遍なく科学技術におけ

る課題を抽出できることを期待している。科学技

術予測調査では、将来実現が期待される科学技術

を「課題」と称し、その課題の各々がどの時点で

実現することが期待されるか、あるいは相対的な

重要度はどの程度か、等といった質問をデルファ

イ法という方法によって調査する。 

調査対象として規定された分野は以下の通り

である：（１）ICT・アナリティクス、（２）健康・

医療・生命科学、（３）農林水産・食品・バイオ

テクノロジー、（４）宇宙・海洋・地球・科学基

盤（量子ビーム、データサイエンス、計測）、（５）

環境・資源・エネルギー、（６）マテリアル・デ

バイス・プロセス、（７）社会基盤、（８）サービ

ス化社会。以下では、（１）ICT・アナリティクス、

に関する調査の状況について報告する。 

 

4. 第 10 回科学技術予測調査：ICT 分野の

状況 
ICT 分野の技術予測を行うにあたり、同分野を

細目に分類する作業を行った。検討の結果、人工

知能、ビジョン・言語処理、デジタルメディア・

データベース、ハードウェア・アーキテクチャ、

インタラクション、ネットワーク、ソフトウェア、
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HPC、理論、サイバーセキュリティ、ビッグデー

タ・CPS・IoT、ICT と社会という 12 の細目が提案

された。なお、この分類は概ね ACM の SIG 分類と

同一である。最後の 3細目（サイバーセキュリテ

ィ、ビッグデータ・CPS・IoT、ICT と社会）は特

に近年重要性が高まっている分野であり、社会課

題解決型のテーマを抽出することを見込んで細

目として設定をした。 

なお、この分類は科学技術振興機構・研究開発

戦略センターにおける情報科学技術ユニットで

の情報科学技術分野の「俯瞰調査」とも概ね互換

性の高い分類となるように留意されている。 

各細目において提案された課題の概要を以下

に記す： 

人工知能：汎用人工知能の実現（シンギュラリテ

ィ）が期待される中で、その一歩手前の技術とも

いえる、領域を絞りつつも柔軟な機能を提供する

システム群。例：スポーツ審判、法律サービス、

語学教育等 

ビジョン・言語処理：画像認識のさらなる高度化、

多数の画像からの状況認識。自然な音声合成、自

然な対話が可能なＡＩ、リアルタイム翻訳等 

デジタルメディア・データベース：現在の検索シ

ステムでは表面的な言語分析（単語の出現頻度

等）に基づいているが、その先にある深い意味・

意図解析に基づく検索システム。また、アルゴリ

ズムによる自動認識と多数のユーザの貢献（クラ

ウド）を併用することによる、高精度なメタデー

タ生成、ビッグデータ分析による結果の信憑性保

証等 

ハードウェア・アーキテクチャ：高度積層ＬＳＩ、

エネルギーハーベスティング、チップ内光インタ

ーコネクトＬＳＩ、スピントロニクス、血管内移

動可能なナノロボット、ポストノイマン型コンピ

ュータ（脳型コンピュータ、ゲートモデル型量子

コンピュータ）等 

インタラクション：ウェアラブルデバイスによる

ユーザの意図理解、五感ディスプレイ、テレイグ

ジスタンス技術、ＢＭＩによるコミュニケーショ

ンデバイス、立体画像表示デバイス、生活者のモ

ノづくりを支援するシステム、個人の体験を伝達

する新メディア、バーチャルエージェント技術等 

ネットワーク：ペタビット級光ファイバ通信技術、

光・電子融合回路を利用したネットワークスイッ

チ、8K 品質に対応した無線通信技術、ユーザが輻

輳を感じない無線通信技術、超低遅延広域無線ネ

ットワーク、有線・無線統合ネットワークの自動

構成技術、低消費電力型ネットワーク装置等 

ソフトウェア：マッシュアップ型ソフトウェアの

自動合成、大規模ソフトウェアの仕様の網羅的記

述と妥当性確認、大規模ソフトウェアの自動検証

と軽微なバグの自動修正、高可用性ソフトウェア、

人命に影響を与えるソフトウェアの安全性検証

等 

HPC：携帯型ＨＰＣ、ＨＰＣによるイノベーショ

ンの実現、ＨＰＣとビッグデータのコ・デザイン、

超並列用アルゴリズム、ビッグデータ向けＩＤＣ

の対故障・自律回復、ＨＰＣにおける電力消費の

削減、ポストムーア型エクサスケールＨＰＣ、Ｈ

ＰＣアクセラレータ、ポストノイマン型ＨＰＣ等 

理論：計算困難性の解明、個人の行動の総和とし

ての群集行動をスムーズに動かす理論、ビッグデ

ータの圧縮技術、プライバシーを保持したデータ

活用の理論、ビッグデータにおける知の構造化、

脳の計算モデル等 

サイバーセキュリティ：セキュリティシステムの

リスク定量評価、安心して利用可能な個人認証シ

ステム、都市間での量子暗号通信、サイバー攻撃

への自動対策、脆弱性への自動対策、内部犯罪を

防止する技術等 

ビッグデータ・CPS・IoT：センサーのオンデマン

ド製造、センサーＩＤに関するプライバシー、超

高分解能位置検出技術、ゼタバイト級のデータウ

ェアハウス、データ市場、科学研究成果を格納す

るビッグデータ基盤等 

ICT と社会：精神疾患患者のためのコミュニケー

ションツール、政策助言システム、プライバシー

関連技術の進展と金融商品の革新、介護・医療に

おけるケアのＩＴ化、ロボットと人間との関係に

おける新たな社会的合意の実現、文化の保全、研

究成果の真正性の担保等 

 

5.おわりに 
本調査の分析は、予稿執筆時点ではデルファイ調

査開始前の状態である。口頭発表の時点では、そ

の結果の速報を基に発表を行いたい。 

 




